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はじめに

中国は現在世界で最も多くの日本語学習者を有するiii。その中には四年制大学の日本語学科

で日本語を学び、卒業し、日系企業・日本企業に就職する者、あるいは日本に留学する者が多

数見られ、日中の交流の根幹を支えているといってよい。しかしながら、それらの人材が実際

に中国において日系企業に就職するために就職活動をする際、どのような問題を抱えているの

かについては、多くの調査研究がなされているとはいえないだろう。また、大学の教育現場で、

そのような進路を希望する学生に対してどのような教育課程が準備され、どのような内容の教

育が行われているのかについても、その実態調査が進んでいるとはいいがたい。

そこで、本論文では、特に就職活動時に焦点を当て、日本語専攻の卒業生らに質問紙調査と

聞き取り調査を行い、その問題の一端を明らかにしようと試みた。

なお、本稿は、陶婉悠が平成25年度に修士論文として宮崎大学に提出した「中国におけるビ

ジネス日本語教育に関する一考察（平成25年�月27日提出）」をもとに書かれた。本論文中の

データは全て修士論文の作成のため収集したものである。本文は、修士論文における陶のデー

タ分析と考察に基づいているが、上原が文章を再構成し、更に加筆修正した。

研究方法

本稿の研究方法は次のとおりである。

日系企業の採用選考に参加したことがある日本語専攻の卒業生を対象に、日系企業が必要と

している人材、採用の条件とその手順、日本語専攻の大学生が日系企業への就職活動を行う際

の課題、在学中に身につけた能力や知識についてどう感じているかについて、質問紙調査を行っ

た(別添資料)。なお、別添資料には記載があっても、本稿の趣旨に関係が薄い項目については

一部本稿で取り上げていないものがある。
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調査の対象

本調査の対象は、日系企業の採用試験を受け、就職した中国の四年制大学日本語学科の卒業

生のみとする。なお、具体的には全国�つの「一本大学」ivを卒業した17名を対象に、アンケー

ト調査を実施した。

調査の内容

日系企業の採用の条件や採用試験の内容等についてアンケートを作成、依頼、回収し、結果

をまとめた。なお、調査期間は2013年�月�日∼11月�日であり、質問用紙はインターネット

にて配布、回収した。

調査結果

調査対象の基本属性

性別は、男性が僅か�名で、残りの16名は全員女性と、女性のほうが圧倒的に多かった（表

�）。これは中国の外国語系大学在籍者の男女構成比がもともと女性に偏っていることが主な

原因である。

対象となった日本語専攻卒業生の出身校（表�）は、北京外国語大学・上海外国語大学・大

連外国語大学・四川外国語大学といった外国語系大学のほか、蘇州大学・福州大学のような総

合大学、さらに農業系大学である南京農業大学、教育系大学である湖南師範大学、経済貿易系

大学である上海対外経貿大学といった専門系の大学がある。なお上述の大学は全て「一本大学」

である。

実際、調査のために日系企業に就職した日本語専攻の卒業生を見つけるのは、予想以上に困

難な作業であった。例えば、南京農業大学の場合、日本語専攻は毎年�クラスの学生を募集し、

�クラス約28名∼30名、即ち毎年90名近くの学生が卒業する。しかし、近年約90名の学生のう

ち、日系企業に就職するのは�割にも満たない。日本語に関係する仕事に就く学生は年々減っ

ており、特にここ数年は、中国の国営企業の人気が高まっている。他には、中国の一般企業に

就職、公務員、留学、大学院への進学を選択した学生もいる。

中国での就職活動について

日本の大学生は概ね�年生の後学期が就職活動を始める目安になっているのに対し、中国の

大学生は�年生になってから就職活動を開始するのが普通である。若干の個人差はあるもの

の、中国では就職活動を始めるタイミングが日本より遅く、その上半年程度の短期間で進路を

模索し決定している。
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表１ 性別

161人数（名）

女性男性性別



アンケート結果

まず、大学(本科)在学中に取得した資格について尋ねたところ、全員が日本語能力試験�級

を取得していた。また、それ以外の資格については、ほぼ全員が英語の資格を持っていること

がわかった（表�）。

具体的には、中国国家大学英語試験�級を取得していた者が�名、さらに高いレベルである

�級を習得していたのは12名であった。実際の言語能力は別として、一般に中国では日本語と

英語両方の資格を持っていれば、就職に有利だといわれている。特に大手企業の応募資格では、

職種を問わず、英語の資格を有することが前提になっているのが現状である。これは、日本語

に関する職種も例外ではない。

次に卒業生自身の日系企業の選択基準を尋ねたところ、「習得した日本語を活かせる」を選択

した人が最も多く、76％も占めていた。

中国の日本語専攻学生の就職活動に関する一考察 3

表２ 卒業大学及び専攻名

表３ 在学中に取得した資格（日本語関連以外）

1日本文学と文化北京外国語大学

2日本語上海外国語大学

2日本語蘇州大学

7日本語南京農業大学

人数（名）専攻名出身大学

合計

1日本語大連外国語学院

1日本語福州大学

1日本語湖南師範大学

1日本語四川外国語大学

1日本語（ビジネス日本語コース）上海対外貿易大学

17

01124人数（名）

無し
中国国家大学英語能力試験

�級
中国国家大学英語能力試験

�級
資格名

その他英語能力資格の種類



表�から、日本語専攻の卒業生たちは自らが�年間大学で培った日本語能力を実際の仕事に

活用したいと考えていることがわかる。次いで、「仕事の内容に興味がある」、「企業ブランド・

イメージが良い」、「会社の規模や安定性に魅力を感じる」といった項目が上位を占めた。それ

に対し、「社員研修制度がある」、「残業がない」、「転勤がない」などについてはあまり関心が払

われていなかった。

中国の企業における社員研修制度は企業によって異なり、制度が整っている企業は極めて少

ない。日系企業であっても、社員研修制度は日本に比べれば整っていないといえよう。中国で

は、学生は即戦力を求められているのである。学生も在学中に多かれ少なかれこのような情報

を耳にするため、企業に「社員研修制度」がないことについては不満を感じないのが一般的で

ある。そのため、「社員研修制度」の有無は企業を選択する際の基準とはなっていないと考えら

れる。また、中国でも、近年残業や転勤が徐々に増加傾向にあり、一般的に時間通りに仕事が

終了できる職業といえば、公務員や大学の教師であると考えられている。従って、残業や転勤

の有無は選択基準として重要視されないのであろう。以上の結果から、日本語専攻の学生は、

習得した日本語をいかしたいという意欲と、安定性且つブランド・イメージが良い職場で、自

分のやりたい仕事がしたいという希望を持っているといえる。

次に、就職するまでに受験した日系企業の採用試験の数については、47％の卒業生が「�∼

�社」受験後、内定を勝ち取っていることがわかった。次いで、35％の卒業生は「�∼�社」

であり、「�社以上」は18％にとどまっている（表�）。実際に受けた企業の面接の数はそれほ

ど多くはないことが明らかになった。これは、今回の調査対象者が全員、比較的優秀な学生が

多く集まってくる「一本大学」の出身であることが一つの要因として挙げられるだろう。
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次に、それらの就職先が決まるまでに経験したプロセスとして、応募した日系企業の情報の

入手手段を尋ねたところ、「インターネット」が71％と圧倒的に多かった（表�）。「大学の就職

支援部門」を利用した卒業生は�割程度で、「企業説明会」に参加した卒業生は僅か�割である。

さらに意外なことに、「本/新聞/マスコミ」や「家族のネットワーク」を選択した卒業生は一人

もいなかった。

また、応募形式について	割が選択していたのは「インターネットで履歴書を提出した」で

あった（表	）。「持参した」学生は約�割、「履歴書を郵送した」のは�割であった。そのほか、

約�割の卒業生が電話で申し込んだことがわかった。履歴書の言語については、「日本語」、「中

国語」、「英語」のほかに、「中国語」「日本語」の両方とも要求された場合や「中国語」「日本語」

「英語」の三つを求められた場合もあった。
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続いて、採用試験については、71％の卒業生が筆記試験を経験していた（表
）。筆記試験の

内容を「数学」、「英語」、「語文」v、「一般常識」、「性格」(適性検査)、「翻訳(日本語→中国語)」、

「翻訳(中国語→日本語)」に分けて尋ねたところ(複数選択)、「翻訳(日本語→中国語)」が突出

しており、65％であった。次いで、「性格」と「翻訳(中国語→日本語)」がそれぞれ47％を占め

ている。一方、「数学」と「英語」は�割程度にとどまっている。「語文」は僅か�％である（表

�）。筆記試験は企業によって異なるが、日本語専攻の大学生を考察の対象にする場合、専攻す

る日本語の能力について、企業が筆記試験を通じて確認していることがうかがえる。さらに、

筆記試験に最も多く設けられる項目である「翻訳(日本語→中国語)」の内容(自由記述)を詳し

く見ていくと、「software」、「リゾート紹介」、「経済」、「会社紹介に関する」、「パソコン」、「会

計」、「ビジネス日本語」、「専門知識」、「日常会話」、「メール」など多岐にわたっている。

面接については、一次面接、二次面接、三次面接に分け、さらにそれぞれ、「形式」、「使用言

語」、「日本人面接官の人数」、「主な質問」、「所要時間」について複数回答可で尋ねた（表10）。

その結果全員が一次面接を受けていたことがわかった（表10-1）。就職活動において、面接は必

ず経験することだといえる。また、17名のうち、11名が二次面接を受け、さらに三次面接を経

験していたのは、僅か�名であった。平均回数は�回であり、概ね�回の面接を経て内定に至っ

ているということがわかった。「形式」については、いずれの段階でもほとんどが「個人面接」

という形式がとられていた。一次、二次面接では「集団面接」や「集団討議」も用いられてい

たが、三次面接では「個人面接」のみとなっている（表10-1・10-2・10-3）。最終面接では、中
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国でも日本と同じように、「個人面接」を行うのがほとんどである。「使用言語」は、「中国語」

と「日本語」を併用する場合が多く、中国人の面接官であっても、日本語で回答することを要

求することがあるようである。さらに、日本人面接官が各段階に同席しており、初期段階では、

一人、二次面接になると、三人以上の面接官が同席する場合が多いことがわかった。最終面接

である三次面接では、日本人面接官�人で行われることもある（表10-3）。

また、それぞれの段階で経験した面接の所要時間を尋ねたところ、一次面接においては、�

分から30分という数値が挙げられており、中でも「15分」が多く選択されている。続いて、二

次面接では、10分から60分まで挙げられており、かなりの個人差が見受けられる。三次面接は

大体15分で面接が終了することがわかった。
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表10-2

一次面接 経験者：17名

面接の時間（何分間）日本人面接官使用言語形式

105
無
し

三
人
以
上

二
人

一
人

日
本
語

及
び

中
国
語

日
本
語

中
国
語

電
話
面
接

集
団
討
議

集
団
面
接

個
人
面
接

集
団
面
接

個
人
面
接

1723538611411

無
回
答

302015

82131

使用言語

二次面接 経験者：11名

面接の時間（何分間）日本人面接官形式

10
無
回
答

無
し

三
人
以
上

二
人

一
人

無
回
答

日
本
語

及
び

中
国
語

日
本
語

中
国
語

集
団
面
接

個
人
面
接

集
団
面
接

個
人
面
接

233212243326

無
回
答

603015

71111



面接で聞かれた質問を具体的に尋ねたところ、一次面接では、「自己紹介」、「志望動機」、「趣

味」、「大学生活」が共通しており、半分程度の卒業生は「これまでの経験や将来展望」なども

聞かれていた。他の内容で目立っていたのは、「資格」、「希望給与」、「福利厚生」に関する質問

であった。中国では、面接の場で、賃金に関する希望を直接聞かれたり、自分から希望する条

件を話すことは珍しくない。また、「自己紹介」では、中国語、日本語、さらには英語での回答

も求められることがあったようだ。留学の経験がある学生に対しては、その経験についても聞

かれる。また、二次面接では、「自己紹介」や「志望動機」という基本的なことは再び確認され

るが、「キャリアプラン」や「これからやりたいこと」、「契約について」、「福利厚生」、「志向」

など、いわゆる実際の仕事や未来のビジョンについての質問が多く出ることが明らかになった。

最終面接でもある三次面接では、「趣味」や「性格」など、割とリラックスできるような話題が

多い。この段階までにすでに「志望動機」や「キャリア」についてしっかりと確認されている

ため、最終面接ではその人の資質を読み取る意味での面談が多いといえるだろう。

次に、就職先の日系企業への就職活動の期間(自由記述)を尋ねたところ、「�ヶ月」と答えた

卒業生が圧倒的に多かった。「�∼�週間」、「�∼�週間」、「�ヶ月」という回答はそれぞれ�

割程度である（表11）。

また、「日系企業への就職活動をする上で困ったこと」を複数回答可で尋ねたところ（表12）、

「採用基準がわからない」、「給与・福利厚生についての説明が足りない」、「採用人数が少なく、

競争が激しい」という三つが特に目立った。そのほかには、「筆記試験の内容に関する情報が少

ない」、「面接で何を聞かれるかわからない」、「仕事の経験がないと応募できない」、「人事評価

制度についての情報が足りない」などが挙げられている。中国企業の採用活動では、日本と同

じように、募集要項において、給料や福利厚生、研修内容、能力開発の機会、仕事内容という

基本的な事項が明記され、会社説明会でも細かく説明される。しかし、それぞれの募集要項に

は詳しいものもあれば簡単なものもある。さきにも触れたように、中国では企業の面接などを

通じて、給与や福利厚生、能力開発の機会などについて交渉することは、さほど失礼なことと

は思われていない。しかし、日系企業は、日本の企業文化がある程度浸透し、「日本式」に従う
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表10-3

使用言語形式

三次面接 経験者：�名

無
回
答

無
し

︵
一
人
︶

有
り

無
回
答

日
本
語

中
国
語

集
団
討
議

集
団
面
接

個
人
面
接

面接の時間
（何分間）

日本人面接官

12111111003

無
回
答

15

表11

22922

無回答�ヶ月�ヶ月�∼�週間�∼�週間全プロセスにはどの
ぐらいかかったか



ところが多い特性を持つ。たとえば、中国企業の面接試験では「給料」などについて自分の希

望を適切に伝えることは失礼にならないが、日本において日本企業の面接を受ける際「給料」

について質問すれば面接官に良い印象を与えることにはならないだろう。それは、日本で就職

活動をする中国人留学生にとっては、文化の大きな違いとして映る。一方、中国の大学生向け

就職支援サイトに掲載されている日系企業の募集要項をみてみると、基本的事項は「中国式」

に簡略化されて書かれている。しかしその中でも「採用条件」は詳しく書いてあり、日本語能

力以外に�年∼�年の仕事の経験や、パソコン操作力、英語力などを採用条件として挙げてい

るところが多い。中国の労働市場では中途採用が主流であるため、社会経験の少なさを弱みで

あると自覚している学生は少なくない。「社会経験」がないというだけで、希望する企業の採用

試験を諦めざるを得ないこともある。さらに、採用人数が少なく、一つのポストに�人か�人

しか採用されていない。従って、大学新卒者の仕事のチャンスは極めて限られているといえる。

その一方で、募集要項には、「企業が求める人材像」や、「給与・福利厚生についての説明」は

ほとんど明記されていない。それが、「採用基準がわからない」、「給与・福利厚生についての説

明が足りない」、「採用人数が少なく、競争が激しい」ということを卒業生たちが困難と感じて

いた理由ではないだろうか。

また、「就職活動をするにあたって知りたい情報」について複数回答可で尋ねたところ（表13）、

最も知りたい情報としては、「採用後の待遇」が70％と群を抜いて多く、次いで「外国人採用を

している企業の情報」の53％が続き、「面接試験対策」、「企業が求める人材像」、「必要な資格の

情報」、「ビジネスマナー」がいずれも47％を占めている。「企業が求める人材像」、「必要な資格
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の情報」については、企業のホームページで検索することや企業説明会に参加するなど、学生

自らが何らかの手段を用いることで入手できるが、「面接試験対策」や「ビジネスマナー」に関

しては、専門的な訓練が必要だと考えられる。大学で日本語を専攻した卒業生は、切実に就職

情報及び指導体制の充実を求めているのではないか。

「ご自身の経験を振り返って、日系企業に就職する上で、在学中に研修したほうが良いこと

は何ですか（複数回答可）」という設問に対し（表14）、「ビジネス日本語」は65％で�位、�位

は53％の「専門知識・技術」である。次いで「日本企業を含む業界知識」、「日本の企業文化や

商習慣」はいずれも47％を占めており、「日本語以外の外国語」、「ビジネスマナー」、「日本の文

化・社会に関する一般教養的な知識」という回答は、いずれも�割前後であった。「専門知識・

技術」が占める割合が高いのは、企業の採用条件の一つとして、日本語以外の専門知識を有す

ることが挙げられているからだと考えられる。日本語一辺倒の人材が、すでに中国社会のニー

ズには応えられないことを自覚している学生は少なくない。就活戦争で生き残るためには、日

本語能力以外に「専門知識・技術」を備えることが不可欠である。しかし、ここで注目しても

らいたいのは、�割の卒業生が研修を必要と感じている「日本の企業文化や商習慣」、「ビジネ

スマナー」や「日本の文化・社会に関する一般教養的な知識」といった日本の文化と直接関連

している項目である。「専門知識・技術」や「日本語以外の外国語」のような社会に即戦力とし

て求められる項目に対して、このような項目は学生の大学教育におけるニーズを表していると

いえるだろう。このような回答には「専門知識・技術」などは就職という難関を乗り越えるた

めの要素であるが、実際に仕事をし始めてみると、日本の文化を知らないと仕事がスムーズに

進めないことを実感したといった背景があるのではないだろうか。
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最後に、日系企業で外国人がより活躍するために必要なことを複数回答可で尋ねたところ（表

15）「年功よりも能力重視の評価・処遇体系」が最も多く選択され、半分以上の卒業生がそれが

最も必要だと考えている。次の「日常業務における上司の丁寧なサポート」の47％も目立った。

「評価・処遇の透明性の確保」と「職務内容の明確化」がいずれも41％であり、「研修メニュー

の充実」と「時間外の過ごし方に対する理解」はいずれも29％であった。

就職後について

以下は就職後についての設問である。

調査対象者の日系企業での勤務年数は表16の通りである。

表16で示した通り、�割近くの卒業生の日系企業での勤務年数は�年にも達していない。

フォローアップ聞き取り調査によると、「�年以下」を選択している卒業生のうち、新卒で日系

企業に入ったが、すぐにやめてしまった卒業生や、転職をして日系企業に入ったため、勤務年

数が短い卒業生もいた。日本経済団体連合会の調査viによると、苦労して採用した現地の中国

人が、定着せずに辞めていく傾向にあり、特に入社後�∼�年以内の短期勤務者、若年者、ま

た優秀な人材ほど他社からの引き抜きもあって退職率が高いという。今回の調査対象でも、全

体の76％が2010年以前の卒業者で、卒業後すぐ日系企業に就職し、�年以上日系企業で働いて

いる卒業生の占める割合は極めて低い。

日系企業での職種について尋ねたところ（表17）、65％の卒業生は「事務職」に就いている。

「技術職」と「その他」はいずれも18％であった。「その他」(自由記述)を詳しく見ていくと、

「総合職」、「应收应付会计(公認会計士)」、「技术部支援(サイエンスサポーター)」が挙げられて

いる。

業務の対象については（表18）、「国内と海外の業務で国内の業務がメイン」が最も多く選択
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されており、約半数に達している。次いで「国内向けの業務のみ」の24％が続く。ここから、

日系企業で仕事をしている日本語専攻の卒業生は国内の業務がメインであることがわかった。

主な業務内容については（表19）、「経理・会計・財務」と「販売・営業」がいずれも29％で、

上位を占めている。具体的な内容は「通訳・翻訳」が群を抜いて�位であり、他の項目の倍に

匹敵する。次いで「販売・仕入れ」の24％、「各種申請・認可取得」と「その他」のそれぞれ18％、

「契約」と「事業計画・予算管理」のそれぞれ12％の順であった。「その他」には、「人事全般(採

用、研修、評価など)」、「应收应付会计(公認会計士)」、「技术部支援(サイエンスサポーター)」、

「オンライン調査のオペレーション」などが挙げられている。

日本語の使用場面(複数回答可)について尋ねたところ（表20）、「書類関係(書く、読む）」と

「E-mailのやり取り」がいずれも94％を占め、「社内の会話」と「会議」がそれぞれ82％と続く。

「顧客との会話」は71％という数値であった。

一日の日本語使用状況については、最も多く選択されているのは35％の「�∼�時間」であ

り、「�時間及び�時間以上」が29％、「�∼�時間」が24％と続く。「�時間未満」と「まった

く使っていない」は�人も選択していなかった（表21）。しかし、使用時間は勤務時間の半分ま

でがほとんどであり、実際の仕事では日本語と中国語（あるいはそれ以外の言語）の使用頻度
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は半々ほどと考えた方がよいのかもしれない。

最後に、日系企業に就職した際に困ったこと(複数回答可)を尋ねたところ（表22）、「専門知

識」は半分を超える高い数値を示している。次いで「職場の人間関係」の47％、「人事評価制度」

の35％であり、「顧客対応」、「電話応対」、「仕事の進め方」、「給与・賞与」がいずれも29％であっ

た。「日本語」と「文化の違い」は意外に「困ったこと」の中で下位を占め、18％であった。

即戦力として、企業が求める専門知識の必要性を、卒業生たち自らが感じていることがあき

らかになったが、次いで挙げられている日系企業内の人間関係や人事評価についての知識は、

大学教育のカリキュラムの中で、日本文化の一部として学ぶことが可能であり、今後大学が検

討すべき部分ではなかろうか。
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考察

以上の調査結果をふまえて、中国の大学の日本語専攻の卒業生の就職活動についての考察を

以下のようにまとめた。

日本の大学生であれば、概ね�年生の後学期(卒業する約�年半前)が就職活動を始める目安

になっているのに対し、中国では�年生になってから就職活動を開始するのが一般的である。
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調査結果により、まず明らかになったのは、若干の個人差があるものの、中国では動き始める

タイミングが日本より�年近く遅く、半年程度の短期間で進路を模索していることである。

近年、日本語に関する仕事に就く日本語専攻の卒業生は減ってきている。その原因としては、

まず、急速に数が増え続けている大卒者や近年の世界的な景気後退を背景として仕事の機会が

少ないこと、中国の人材市場では職務経験や専門性が求められ、「日本語」という特殊な専門を

もつ日本語専攻の新卒者にとっては機会が限られていること、そもそも新卒者には職務経験が

ないため、中途採用主流の採用市場では一層機会が少なくなっていることが考えられよう。元

来その学生が日系企業に対して何らかのマイナスイメージを持っているかどうかは別として、

評価制度、報酬などを中国の他の企業や欧米企業と比較し、最終的には日系企業を断念する者

もいるだろう。大学は、カリキュラムの中で、どのように日本語専攻の学生の競争力を高める

かを考え、また、日本語に関する仕事の魅力を学生に伝えるべきではないか。これは、中国の

大学における日本語教育の課題の一つとして考えなければならない。

また、就職先の日系企業を選択する基準を尋ねたところ、日本語専攻の学生は、習得した日

本語をいかしたいという意欲と、安定性且つブランド・イメージが良い職場で、自分のやりた

い仕事がしたいという希望を持っていることがわかった。日系企業に就職するまでに受験した

採用試験の数については、調査対象の半分近くの学生は�∼�社受験後内定を勝ち取っていて、

実際に企業の面接を数多く受けた者はそれほど多くないことが明らかになった。これは、今回

の調査対象者が全員、比較的優秀な学生が多く集まってくる「一本大学」の出身であることが

一つの要因として挙げられるだろう。応募した日系企業の情報の入手手段については、イン

ターネットを利用した卒業生が最も多い。また、応募形式についても、ほとんどの卒業生がイ

ンターネット経由で履歴書を提出していた。採用試験については、筆記試験で最も多く設けら

れる項目が「翻訳」であることが明らかになった。筆記試験は企業によって異なるが、日本語

専攻の大学生の場合、専攻する日本語の能力について、企業が筆記試験を通じて確認している

ことがうかがえる。また、面接については、まず、全員が一次面接を受けて、その後、概ね

�回の面接を経て内定に至っているということがわかった。「形式」については、いずれの段階

でもほとんどが「個人面接」という形式がとられていた。「使用言語」は、「中国語」と「日本

語」を併用する場合が多く、中国人の面接官であっても、日本語で回答することを要求するこ

とがあった。また、「日本人面接官」が各段階に同席しており、初期段階では、一人、二次面接

になると、三人以上の面接官が同席する場合が多いことがわかった。面接の所要時間にはかな

りの個人差が見受けられる。面接で聞かれた質問を具体的に尋ねたところ、一次面接では、「自

己紹介」、「志望動機」、「趣味」、「大学生活」が共通しており、半分程度の卒業生は「これまで

の経験や将来展望」なども聞かれていた。二次面接では、実際の仕事や未来のビジョンについ

ての質問が多く出ることが明らかになった。最終面接でもある三次面接では、その人の資質を

読み取ることを狙った面談が多いといってよいだろう。

「日系企業への就職活動をする上で困ったこと」を尋ねたところ、「採用基準がわからない」、

「給与・福利厚生についての説明が足りない」、「採用人数が少なく、競争が激しい」という三つ

が特に目立った。中国では、企業の面接などを通じて、給与や福利厚生、能力開発の機会など

について交渉することは、さほど失礼なこととは思われていない。しかし、日系企業は、日本

の企業文化がある程度浸透し、「日本式」に従うところが多い特性を持つ。このことから、日本

文化をよく知らないと、日系企業への就職に成功することは難しいと考えられる。また、中国
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の労働市場では中途採用が主流であるため、社会経験の少なさを弱みであると自覚している学

生も少なくない。社会経験がないというだけで、希望する企業の採用試験を諦めざるを得ない

こともある。さらに、採用人数が少なく、一つのポストに�人か�人しか採用されていない。

従って、日本語専攻の大学新卒者の仕事のチャンスは極めて限られているといえる。また、募

集要項には、「企業が求める人材像」や、「給与・福利厚生についての説明」はほとんど明記さ

れていない。これは、卒業生たちが「採用基準がわからない」、「給与・福利厚生についての説

明が足りない」、「採用人数が少なく、競争が激しい」ということなどを困難と感じていた理由

につながっているのではないかと考えられる。

「就職活動をするにあたって知りたい情報」について、学生が回答した最も知りたい情報の

うち、ビジネス日本語及び日本文化に関連する項目は「面接試験対策」、「企業が求める人材像」

「ビジネスマナー」であった。また、今回の調査結果からも、卒業生が在学中の学習を振り返り、

「ビジネス日本語」の重要度を再認識していることがわかった。また、卒業生は「日本の企業文

化や商習慣」、「ビジネスマナー」や「日本の文化・社会に関する一般教養的な知識」といった

日本の文化と直接関連している項目も必要だと感じている。これは、実際に仕事を始めてみる

と、日本の文化を知らないと仕事がスムーズに進まないからであろう。

おわりに

本稿では、中国の大学で日本語を専攻した学生たちが、実際に日系企業・日本企業に就職す

る際、中でも中国において就職活動をする際、どのような問題を抱えているのかについて、ア

ンケート調査を通してその一端を明らかにした。

学生(卒業生)達は、企業からは即戦力を求められ、その要求に応えるべく奮闘しているが、

実際には、中国とは異なる日本企業・日系企業がもつ文化的背景への理解不足により、悩みを

抱える様子がうかがえたといえよう。

さらには、中国の大学の教育現場で、中国で日系あるいは日本企業への就職を希望する学生に

対してどのような教育課程が準備され、どのような内容の教育が行われているのかについても、

その実態調査と考察が必要であると考えるが、それについては稿を改めて述べることとしたい。

（2014年�月	日受理）

注

ⅰ宮崎大学教育文化学部准教授

ⅱ宮崎大学教育学研究科学校教育支援専攻日本語支援教育専修 平成25年度修了

ⅲ国際交流基金2013年	月
日PRESS RELEASE<http://www.jpf.go.jp/j/about/press/dl/0927.pdf>

（2014年�月14日最終閲覧）

ⅳ中国には、国立大学と民営大学(私立)の二種類がある。

国立大学の中でも、中国教育部に直属している大学(重点大学)と地方の教育機関に所属している大学

がある。「一本大学」とは、現在二種類あり、一種類は中国教育部に直属している大学又は各部(日本

の「省」に等しい)傘下の重点大学、985工程プログラム及び211工程プログラムに入っている大学であ

る。もう一種類は中国の各省の重点大学である。

＜http://jp.86to81.net/htm/BasePage/9/article_id/003/066/0.htm>(2013年11月�日最終閲覧)

ⅴ中国の学校教育では、日本の「国語」にあたる科目を「語文」とよぶ。

ⅵ日本経済団体連合会(2006)「日系企業の中国におけるホワイトカラー人材戦略∼優秀人材の確保と定

着こそが成功の鍵∼」

＜http://www.keidanren.or.jp/japanese/policy/2006/030/honbun.pdf＞(2014年�月17日最終閲覧)
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